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つくば市の現状やまちづくりへの取組について

13）ＩＣＴ教育や科学教育の充実

平成28年度つくば市行政経営懇談会　評価結果

総合評価 Ｂ 施策の成果が一部確認でき、今後更に推進させるべきである。

提言

　つくばスタイル科の充実に係る調書内容がＩＣＴに重点を置いた内容であり、施策に紐づい
ている個別事業が総体的に見えにくい。調書作成に当たっては工夫が必要である。
　つくばスタイル科の内容は、現場は理解できても市民にはないようが伝わらない。さらなる
ＰＲが必要である。
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基本施策 Ⅰ-２　教育日本一を目指し教育内容を充実する

個別施策 ②　つくばスタイル科の充実

個別施策の
方向

　今後さらに発展する科学や情報化技術に対応していくため、つくば市の特色をいかし、市
内研究機関や大学等と連携協力しながらＩＣＴ教育や科学教育を推進する。

個別施策評価調書
主管部 教育局

関係部
- -

- -
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成果

○テレビ会議システムを活用し、分離型の小中一貫校においても、学園の授業を行うことがで
きた。
○科学出前レクチャー事業においては、３年間で計80回、計3,940人の児童生徒が現役の研究員
から科学技術等に関する講義や実験を受講した。
○第15回プレゼンテーションコンテストを実施し、11,343人の児童生徒が参加した。
○情報教育振興事業においては、日本教育工学協会（JAET）から、平成28年度末に市内全ての
学校が「教育の情報化優良校」に認定された。

今後の
課題

　文部科学省が目標とする教育用コンピュータ１台当たりの児童生徒は3.6人であるが、つくば
市は１台当たり8.1人であり、教育用コンピュータが不足している。

改善目標 　教育用コンピュータの計画的な導入を行う。

自己評価（所管部署評価）

自己評価
記述

○テレビ会議システムを活用することにより、分離型の小中一貫校においても、学園の授業を
行うことができた。
○つくば科学出前レクチャーにより、現役の研究員から最先端の科学技術等に関する講義や実
験を受講し、科学教育の推進が図れた。
○今後とも、つくばスタイル科の充実に寄与するため、ＩＣＴ教育の推進と科学教育の推進を
図る。

取組概要

○「つくばスタイル科」は「つくば次世代型スキル」の育成を目標とする教科であり、「発信
型プロジェクト学習」と「外国語活動」とで構成されている。「発信型プロジェクト学習」で
は、市の教育資源を活用しながら、社会力を育成する、７つの内容（環境、キャリア、歴史・
文化、健康・安全、科学技術、福祉、国際理解）に係る学習を展開し、「外国語活動」では、
外国語を使った言語活動を通して、言語活用力（コミュニケーション能力）を育むものであ
る。
○科学出前レクチャー事業、小中学校プレゼンテーションコンテスト、情報教育振興事業など
を実施した。
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